第１６章　府民所得
概況
　「第２次石油危機を乗り越えた」日本経済は、56年度には順調な景気回復過程をたどると期待されたものの、その回復のテンポはきわめて緩慢なものであった。
　56年度、国民総生産は実質198兆700億円となり、実質経済成長率は3.3パーセント増と前年度（3.7パーセント増）を下回る伸びとなった。
　その特徴をみると、第１に回復するとみられた国内需要の伸びが緩やかなものとなったことである。すなわち、物価は安定した動きを示したものの、名目賃金が伸び悩んだことから個人消費、住宅投資などの個人部門を中心とした国内民間需要は低迷し、力強さを欠くものとなった。第２には業種別、規模別、地域別の跛行的な動きも引き続きみられた。
　そのほか金融面においては、海外の高金利が国内経済にマイナスの作用を及ぼす結果となったことである。すなわち、アメリカの金利が高水準で推移し、内外の金利差が拡大したことから国内の短期資本が海外へ流出したため円安となり、国内金利は高めに推移し、これが内需不振の一因となったこと等があげられる。
　こうした国内経済の動きの中で、大阪経済をみると、府内総生産は名目22兆3 800億円（対前年度増加率4.3パーセント）、実質16兆2 800億円（同2.2パーセント）で、国と同様、前年度（2.3パーセント増）をやや下回るものとなった。
　その内容をみると、民間設備投資が底固い動きを示したものの、民間消費、在庫投資が不振となり府内需要が前年度同様落ち込みをみせた。反面、輪出が高い伸びをみせたため、全体として外需に支えられた成長となった。
府内純生産
　56年度府内純生産は、18兆6300億円となり、対前年度増加率は4.2パーセント増と、前年度の伸び（9.3パーセント増）を下回るものとなった。これは民間消費、住宅投資等の府内最終需要が停滞する中で、製造業・素材型産業が需要減で低調に推移したほか、卸・小売業、サービス業、建設業とも前年度の伸びを下回ったことによる。
　内訳をみると、産業全体の34パーセントのウェイトを占める製造業は4.6パーセント増と前年度の伸び（7.7パーセント増）を下回るものとなった。これは一般機械、電気機械など加工型産業が輪出に支えられて順調な伸びとなったが、年度後半外需の伸びが鈍化したのに加えて、鉄鋼、繊維などの素材型産業が製品のコスト高や、建設需要をはじめ内外の需要の低迷により2.8パーセント減とマイナスの伸びとなった。
　卸・小売業は4.1パーセント増と前年の伸び（10.2パーセント増）を下回った。これは、府内需要が低く滞る中で、製造業の生産活動がいま１つ伸び悩んだこともあり、全体の約９割を占める卸売業が振わなかったことによる。
　サービス業は、事業所サービス業が堅調な伸びを示したのに対し個人サービス業が不振となったことから3.5パーセント増と前年度の伸び（7.3パーセント増）を下回った。
府民分配所得
　56年度の分配所得は、府内需要の停滞などにより企業所得が1.7 パーセント減と落ち込んだことに加えて、雇用者所得が伸び悩んだため､17兆9800億円､対前年度比4.0パーセントの伸びにとどまり、前年度の伸び（9.0パーセント増）を下回った。
　内訳をみると、分配所得の約６割を占める雇用者所得は5.7パーセント増となり、前年度の伸び（7.2パーセント増）を下回った。これは雇用者数は前年とほぼ同様の伸びとなったのに対し、名目賃金の伸びが低下したためである。
　企業所得は、法人企業所得が前年度の8.5パーセント増の伸びに対し1.0パーセント減とマイナスの伸びとなり、個人企業所得も5.4パーセント減と落ち込んだ。これは府内需要の低迷に加えて輸出の伸びが鈍化したことから、企業の売上げ高の伸びが低下したことが大きな要因となっている。
　財産所得は11.4パーセント増となり、前年度の伸び（36.2パーセント増）を下回った。これは、全体の約７割のウェイトを占める家計の利子所得が、預金金利が前年度後半以降低下傾向をたどったことから伸びが低下し、加えて配当所得も企業収益の悪化により落ち込んだことによる。
府内総支出
　56年度府内総支出は名目で22兆3800億円､対前年度増加率4.3パーセント増と、前年度の伸び（9.8パーセント増）を下回った。
　これは、純移出は大幅な伸びを示したものの民間最終消費支出が低調に推移したことや在庫投資の大幅な減少などによるものとみられる。しかし実質では、デフレーターが2.1パーセント増と前年度（7.3パーセント増）を下回った結果､16兆2800億円、対前年度増加率2.2パーセント増と前年度（2.3パーセント増）と同程度の伸びとなった。
　内訳をみると、支出全体の約５割のウェイトをもつ民間最終消費支出は、実質1.0パーセント減となり前年度の伸び（0.1パーセント増）を下回った。これは実質可処分所得がマイナスとなったため、ウェイトの高い雑費の伸びが低下したことによる。
　民間設備投資は実質2.9パーセント増となり、前年度の伸び（4.7パーセント増）を下回ったものの底固い動きを示した。これを製造業でみると、需給ギャップが小さく、企業収益の好調な機械、電気、輸送用機械などの加工型産業では、前年度に続き好調に推移しているが、素材型産業では鉄鋼を除き減少もしくは緩やかな伸びとなっている。また、中小企業（299人以下の工場）では3.3パーセント増と低い伸びにとどまるなど、業種別、規模別の跛行性か続いている。
　財政投資は、厳しい財政の状況下で公共事業関係費が低く抑えられたことや、国の公共部門の設備投資の伸びも鈍化傾向にあることなどから、実質1.1パーセント減となり、前年度（6.4パーセント減）に比べ減少幅は縮小したが、引き続き低い伸びで推移している。
　純移出（輸出・移出から輸入・移入を引く）は実質14.6パーセント増と、前年度の伸びと同様、大きな伸びとなり、成長率に対する寄与度も3.3パーセント（前年度3.5パーセント）と高いものとなった。
　これは付加価値の高いテープレコーダー、ＶＴＲなどの電気機器や機械器具など加工型産業で輸出が増えたのに対し、輸入の伸びが低下したことによる。
